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「北海道人権施策推進基本方針」の概要 

 

 

 

１ 基本方針策定の背景                                            
 

（１）基本方針策定の趣旨 

平成１５年（２００３年）３月に「北海道人権施策推進基本方針」を策定 

その後の国際社会や国の取組により、それぞれの分野における法制度や施策には大きな進展が

見られるが、依然として人権侵害が問題となっていることや、人権を取り巻く状況は大きく変化してい

ることを踏まえ、基本方針を改定 

 

（２）国際的な潮流  

２０世紀に人類が体験した二度にわたる悲惨な大戦への反省から、国際平和の実現には人権尊重

社会の実現が不可欠との国際的な認識が高まり、国連における世界人権宣言の採択、人権教育の

ための１０年行動計画の提起、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の採択など、人権尊重とあらゆる差別

の撤廃に向けて、様々な取組を展開 

 

（３）国内における取組 

基本的人権の尊重を理念とする日本国憲法の下、人権に係る法律や諸規定の整備、人権擁護関

連の施策を推進 

 

（４）北海道における取組 

「北海道人権施策推進本部」の設置、「人権に関する宣言～あらゆる人の人権が尊重される北海

道をめざして」を経て、関係法令の整備に伴い様々な分野における計画を策定し、施策を推進 

 

２ 人権施策の基本理念                                            
   

女性等に対する暴力や虐待、アイヌの人たち等様々な分野における人権侵害の発生や新たな

人権問題などの課題を解決し、道民一人一人が互いの個性や人格、多様性を尊重しながら、助

け合い、支え合って暮らしていくことができる地域社会を実現するため、次の３つの視点に基

づき、人権に関わる取組を総合的に推進 

① 人権を基本に据えた道政の推進 

② 道の施策への反映と市町村等との連携 

③ あらゆる場における人権教育・啓発の推進 

 

３ 基本方針の性格                                               
 

今後の道政における人権施策の基本的な考え方を示し、人権施策の効果的かつ効率的な実現

を図るとともに、様々な主体の参画と協働の下に、人権施策の推進を図るためのもの。 

また、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第５条に基づき、本道の今後の人権施

策の基本的な方向を明らかにし、地方公共団体の責務を表すものであるとともに、ＳＤＧｓの

趣旨に対応するもの。今後、基本方針の趣旨を市町村に周知し、各種施策の取組を期待 

 

第１章 基本的な考え方 
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１ 女性                                                            
 

（１）男女平等参画の広報・啓発活動の充実 

・「働き方改革」推進などの男女平等参画の理念等に関するわかりやすい広報・啓発 

（２）男女平等の視点に立った教育・啓発の推進 

・固定的な性別役割分担意識にとらわれない個の尊重と男女平等意識の醸成 

・児童生徒の発達段階に応じた個人の尊厳と男女平等に関する教育 

・社会教育関係者に対する研修等による人権尊重意識の高揚 

（３）男女が共に活躍できる環境づくり 

   ・女性の活躍を応援する官民連携ネットワークの構築による気運の醸成 

・地方自治体の政策や企業等の経営における方針決定の場への女性参画 

・長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進など「働き方改革」の推進 

・ワーク・ライフ・バランスのための職場環境の整備、地域における育児等の支援体制の充実 

（４）男女平等参画を阻害するあらゆる暴力の根絶 

 ・ＤＶ等の被害の防止や被害者支援、相談体制の充実 

 

２ 子ども                                                      
 

（１）子育てしやすい環境づくりの推進 

・不安や悩み等に対する相談指導等を行う地域子育て支援拠点の活用を広めるための周知 

・地域の子育て支援活動の展開などによる子育てしやすい環境づくり 

・子育てと仕事を両立しやすい雇用環境の整備など子育ての負担軽減に向けた取組 

（２）子どもの権利を尊重する教育や啓発の推進 

・人権教育を推進するための研修の実施など、人権に配慮し個性を尊重する教育の充実 

・いじめや不登校の防止や早期発見、学校における相談体制の充実などの体制強化 

・児童生徒がいじめ問題を自分のこととして捉え、考え、議論する主体的な活動 

（３）児童虐待防止対策の充実 

・児童に対する相談窓口等の周知、一般道民等への啓発活動や市町村ネットワ－クの構築 

・要保護児童対策地域協議会への参画、関係者向けの研修など地域における見守り等の充実 

・児童福祉に精通した人材の確保・育成など児童相談所の機能強化 

（４）健全育成のための環境づくりの推進 

・有害な社会環境の浄化を図る啓発活動や子どもの非行防止・立ち直りの支援体制の整備 

・誤った活用によるトラブルを未然に防止するための情報モラル教育 

（５）子どもの犯罪被害防止 

・「子どもの安全を見守る運動」の推進など地域社会全体での子どもの安全・安心の確保 

・児童買春や児童ポルノ等の犯罪を未然に防止するための教育、啓発 

（６）社会的養育を必要とする子どもへの支援の拡充 

・意見聴取等の機会の確保による、児童相談所が対応した子どもの権利の擁護 

（７）子どもの貧困対策 

・「相談支援」、「教育の支援」の取組など総合的な子どもの貧困対策 

・ひとり親世帯の自立を促進するための就労支援や相談体制の充実 

 

第２章 分野別施策の推進 
 



3 

 

３ 高齢者                                                     
 

（１）高齢者の人権を尊重する啓発、相談体制の充実 

・高齢者が敬愛され、生涯現役で生きがいを持って生活できる長寿社会の啓発 

・高齢者に対する尊敬、感謝の心を育む教育・啓発、介護・福祉体験や高齢者との交流 

・介護サービスに関する苦情などを身近な地域において相談できる体制の充実 

（２）高齢者の権利擁護 

・高齢者の尊厳についての理解促進、相談機能の強化などを通じた高齢者虐待の防止 

・認知症高齢者の自立支援、成年後見制度の活用促進など高齢者の権利擁護 

・悪質商法や特殊詐欺に関する情報提供や相談対応などによる消費者被害等の防止 

（３）アクティブシニアの活躍支援 

・就業支援や再就職に向けた職業能力の開発などによる高齢者雇用に係る機運の醸成 

・生涯学習や文化・スポーツ活動の推進、バリアフリーの推進を通じた社会参加の促進 

（４）高齢者の生活支援サービスの充実 

・高齢者が地域で自立した生活をしていくための在宅医療の充実、介護との連携強化 

・高齢者の自立支援と重度化防止に向けた個別支援やサービス提供体制の整備 

・虐待や孤立死など、複雑化・深刻化する地域福祉の諸課題への分野横断的な対応 

（５）介護サービスの充実 

・在宅生活を支える介護サービス提供の基盤づくり、人材の確保や現場の業務改善 

・ケアマネジャーに対する支援、職員対象の研修の実施などによる介護サービスの質の確保・向上 

（６）認知症高齢者施策の推進 

・早期発見等の医療対策や正しい知識の普及、認知症ケアの質の向上など本人・家族への支援

体制の構築 

 

４ 障がいのある人                                              
 

（１）差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

・差別的取扱い禁止や合理的配慮の提供などに関する普及啓発 

・虐待の予防や擁護者に対する支援、相談体制の充実などによる権利の擁護 

・成年後見制度の利用促進に向けた市町村に対する支援 

（２）ノーマライゼーション理念の普及と教育・交流機会の拡大 

・障がいのある人の活動機会の増加、意思疎通手段の確保などの環境整備 

・障がいのある子どもとない子どもが共に育つ環境の整備や福祉に関する学習機会の充実 

（３）雇用・就業対策の推進 

・障がいのある人の意欲や特性に応じた就労機会の拡大や職場定着の促進 

（４）生活支援の推進 

・身近な地域で日常生活を営む体制の整備、障がい福祉・医療を支える人材の養成・確保 

・保健サービス等の提供体制の充実、障がいの原因となる疾病予防など 

・精神障がいのある人の地域生活への移行と定着の促進 

・難病の特性に応じた福祉サービスの提供などによる精神的負担の軽減 

（５）特別支援教育の充実 

・特別な支援を必要とする子どもの教育ニーズに応じた指導や支援の充実 

（６）福祉のまちづくりの推進 

・公共的施設等のバリアフリー化や「心のバリアフリー」の推進による福祉環境の整備 
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５ アイヌの人たち                                                
 
（１）アイヌ文化の振興とアイヌの人たちに対する理解の促進 

・国と連携したアイヌ文化の伝承者等の養成促進やウポポイ等の活用によるアイヌの伝統文化の

保存、振興 

・子どもたちが歴史・文化等を正しく理解するための教員等への研修、実践事例の提供 

・市町村教育委員会が作成する小学校向け副読本の内容の充実に向けた支援 

（２）アイヌの人たちの生活の安定と産業の振興 

・アイヌの人たちの自主的な活動の促進と社会的、経済的な地位の向上 

・アイヌの人たちの民族としての誇りが尊重される社会の実現 

 
６ 外国人                                                     
 

（１）国際理解の促進と共生意識の醸成 

・国際社会に対する認識を深め、異なる価値観を理解し、人権を守り尊重する啓発 

・ヘイトスピーチは許されないという認識を広める啓発 

（２）学校における国際理解教育や多文化教育の推進 

・異なる文化や外国人との触れ合いを深める体験交流機会の拡充 

・海外の高校生等との意見交換など異なる文化の理解を深める機会の充実 

・留学経験者による体験講話や留学相談など高校生の海外留学の支援 

・海外から帰国した児童生徒や外国人の児童生徒への適切な指導のための取組の支援 

（３）外国人が住みやすい地域づくり 

・情報の提供、相談体制の強化、日本語学習機会の拡充など生活環境の充実 

・住民との交流機会の拡大、各種行政施策への外国人の意見・ニーズの反映 

（４）外国人が働きやすい就業環境づくり 

・労働条件や就業環境の適正化に向けた事業者に対する周知・啓発、人材確保の取組支援 

 

７ ＨＩＶ・ハンセン病等の感染者等                                     
 

（１）教育・啓発活動の推進 

・ＨＩＶ感染者やハンセン病患者等への差別や偏見を解消するための啓発 

・ＨＩＶ感染症に関する互いの健康や権利の尊重など総合的な視点からの啓発 

・新型コロナウイルス感染症等のその他の感染症に関する正しい情報に基づく冷静な思いやりの

ある行動の啓発 

（２）患者等の人権に配慮した相談体制等の整備 

・患者等のプライバシーの保護を図るための研修や医療機関に対する適切な指導 

・身近な保健所等におけるＨＩＶ感染の匿名検査や相談対応、利用しやすい体制の整備 

（３）自立・社会参加への支援 

・ＨＩＶ感染者／エイズ患者が安心して医療を受けられる体制整備や心理的支援 

・ハンセン病療養所の入所者やその家族が安心して生活できるよう支援 

 

８ 犯罪被害者等                                                
 

（１）犯罪被害者等への支援の推進 

・損害賠償請求制度や各種経済的支援制度の周知、生活支援策に係る情報提供 

・精神的・身体的被害に対する保健・医療・福祉サービスの充実 
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（２）相談・支援体制の充実 

・犯罪被害者等支援のための相談機能の向上、支援に関する各種情報の周知 

・性犯罪・性暴力被害者の相談から医療面のケアまでをワンストップで支援する体制の整備 

（３）教育・啓発活動の推進 

・犯罪被害者等への配慮の重要性やいのちの大切さなどの啓発の充実 

・中高生を対象とした講演会の開催など、犯罪被害者等への配慮や協力意識のかん養 

 

９ 犯罪をした人等                                                
 

（１）犯罪をした人等の社会復帰に向けた支援の促進 

・犯罪をした人等の就労や住居の確保、円滑な保健医療サービスの利用などの支援 

（２）広報・啓発活動の推進 

・再犯防止施策、民間協力者による再犯防止活動等の認知を高める啓発 

 

10 性的マイノリティ                                              
 
（１）性の多様性に関する理解の促進 

・地域社会や職場における人権教育・啓発、当事者が暮らしやすい環境づくりの促進 

（２）教育現場における取組の推進 

・配慮が必要な児童生徒に対する適切な対応・支援のための教職員向け研修等の充実 

・児童生徒への人権教育の推進、当該児童生徒が安心して学校生活を送るための支援の充実 

・男女平等参画の推進や教育の場における個人の性的指向、性自認の多様性への適切な配慮 

（３）情報提供等の充実 

・相談窓口などのわかりやすい情報発信、市町村に対する道外自治体の施策等の情報提供 

 

11 インターネットによる人権侵害                                     
 

（１）人権意識を持ったインターネット利用の啓発活動の推進 

・ルールやマナーを守り、人権を侵害する情報をインターネット上に掲載しないよう啓発 

（２）情報モラルに関する教育の充実 

・児童生徒に対する情報モラル教育の充実、保護者への啓発 

・ネット上のいじめなどから児童生徒を守るための指導や体制の整備 

・情報の収集・発信における責任や個人情報の取扱いなどについての教職員研修の充実 

（３）安全安心なインターネット利用の促進 

・ネット上の人権侵害やトラブルから児童生徒を守る取組の推進 

・家庭内でのインターネット利用のルールづくりを行う重要性の啓発 

・相談窓口などの情報発信、人権を侵害する書き込みなどの相談があった場合の適切な対応 

 

12 その他                                                    
（１）同和問題 

（２）北朝鮮による拉致問題 

（３）災害に伴う人権問題 

（４）ホームレス 

（５）知る権利とプライバシーの保護 

（６）良好で快適な環境の恵みの享受 
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１ あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進                                
 

（１）家庭 

・家庭の構成員が人権教育を容易に受けることができる環境づくり 

・子育てや家事、介護等について、男女が共に協力して当たる意識づくり 

・ひとり親世帯が抱える悩みに寄り添う相談体制の充実 

（２）学校 

・「考え、議論する道徳」の充実、幼少期の段階からの様々な体験学習の機会の充実 

・コミュニティスクールの導入や地域の特色を生かした子どもの活動拠点づくり 

・いじめの未然防止と早期発見・早期対応、児童生徒の情報モラルの向上 

・教職員の資質や指導力の向上を図る研修の推進や自己研鑽への支援 

（３）地域社会 

・人権教育指導者の人権教育への意欲、指導技術の向上 

・地域活動のあらゆる場を活用した生涯学習の観点からの各世代に応じた人権教育・啓発 

（４）企業等 

・企業における自主的、計画的な人権教育・啓発に対する支援 

・事業主として取り組むべき措置の周知やハラスメントに関する啓発など労働環境の向上 

（５）特定職業従事者に対する取組 

・人権に関わりの深い職業に従事する行政職員や教職員・社会教育関係職員、警察職員、消防職

員、医療・保健・福祉関係者、マスメディアに対する人権教育・啓発の充実 

 

２ 効果的な人権教育・啓発の推進                                     
  

（１）効果的な啓発手法の開発 

・年齢層に沿ったテーマや教材の活用、知識にとどまらない実践的な手法の研究・開発 

・オンラインによる講演会の開催など、より参加しやすい啓発活動 

（２）人材の育成と活用 

・人権擁護委員や市町村等との連携による人権教育・啓発の担い手の育成など 

（３）情報提供の充実強化 

・ＳＮＳ等の活用、民間企業との連携など、受け手の意識や感性に訴える啓発 

・マスメディアの有効活用 

（４）相談・支援体制の充実 

・相談窓口の情報提供など活動内容の周知 

・相談機関相互の連携強化による相談窓口の活用と関係職員や相談員の資質向上 

・ＳＮＳを活用した対応など相談しやすい環境づくりや効果的な支援体制の充実 

・様々な人権問題に関する効果的な情報収集・提供、啓発のあり方の検討 

 

３ 推進体制の整備                                               
 

（１）道の推進体制 

・知事を本部長とする「北海道人権施策推進本部」による総合的で効果的な人権施策の推進 

 

第3章 人権施策の総合的・効果的な推進 
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（２）国、市町村、民間団体等との連携 

・国、市町村、民間団体等との協力・連携による人権に配慮した取組の積極的な展開 

・人権問題の解決を目指す民間団体との情報交換などを通じた人権啓発活動の効果的な推進 

（３）基本方針・施策の点検と見直し 

・人権施策について推進状況の定期的な点検 

・基本方針について５年を目安に必要な見直し 


